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プレスリリース 

 
2021 年６月 18 日 

再エネ 100 宣言 RE Action 

再生可能エネルギー100%化を目指す団体が 150 団体に到達 

〜参加団体が増加し半年で 1.5 倍に〜 
 

再エネ 100 宣言 RE Action（アールイー・アクション）は、参加団体が 2021 年 6 月に 150 団体に到達しました。 
再エネ 100 宣言 RE Action のすべての参加団体は、遅くとも 2050 年までの使⽤電⼒の再生可能エネルギー100％
化を宣言しています。参加団体の従業員数を合わせると、約 10.5 万⼈、総消費電⼒量は 1,076GWh となりまし
た。 

菅総理による「カーボン・ニュートラル」の所信表明があった 2020 年 10 月以降、再エネ 100 宣言 RE Action
には申し込みが急増し、2020 年 12 月に参加団体が 100 を超えてからわずか 6 か月で 150 団体を超えました。中
小規模企業のほか、⾏政・病院・学校・宗教法⼈・生協など多様な需要家が参加しています。 

本活動を応援するアンバサダー（省庁、都道府県、政令指定都市）も 17 団体に増加しています（2020 年 12 月
時点では 12 団体）。（本リリース P2~3 にアンバサダー、参加団体一覧を付表）。 

「再エネを購入します」という声を大きくしまとめていくことで、誰もがリーズナブルに再エネを調達できる環境
の実現を加速していく所存です。 

2020 年度には 16 団体以上が再エネ 100%を達成する⾒込みとなっており、電気代上昇なしに達成した事例や、
省エネと組み合わせてトータルのコストアップを回避した事例などを紹介しています（後述）。 

 
◆【環境省からのコメント】（再エネ 100 宣言 RE Action アンバサダー︓本活動の応援者） 

「再エネ 100 宣言 RE Action」への参加団体が 150 団体に到達したことを大変嬉しく思うとともに、参加団体
による先進的な再生可能エネルギーへの転換の取組に敬意を表します。 

2050 年カーボンニュートラルや、「温室効果ガスを 2013 年度⽐ 46％削減、そして 50％の高みに向けて挑戦
を続ける」という新たな 2030 年度目標の実現に向けては、再生可能エネルギーの最大限の導入が不可⽋であり、
中小企業や地方自治体など地域での積極的な取組が重要です。RE Action の取組の輪が更に広がり、地域での再生
可能エネルギーの導入がより一層推進されることを期待しています。 

環境省としても、RE Action の参加団体を始め、あらゆる主体と連携し、再生可能エネルギーの活⽤を始めとし
た脱炭素に向けた取組を積極的に後押ししてまいります。 
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◆再エネ 100％へ向けた、再エネの調達事例を公開中  https://saiene.jp/casestudy2020 

以下団体のインタビュー動画も掲載しています。 

株式会社大川印刷 / エコワークス株式会社 / 株式会社ウェイストボックス / 

総天然素材革工房 革榮 / 学校法⼈千葉学園 千葉商科大学 / 株式会社 二川工業製作所 

公益財団法⼈自然エネルギー財団 / 岩⼿県久慈市 

 

◆再エネ 100 宣言 RE Action について https://saiene.jp/about 

2019 年 10 月に誕生した、「再エネ 100 宣言 RE Action（アールイー・アクション）」は、使⽤電⼒の再生 

可能エネルギー100％化を宣言し、共に⾏動を⽰していくイニシアティブです。28 団体からスタートしました。

自治体・教育機関・医療機関等および、消費電⼒量 50GWh 未満の企業を対象としています。 

 

【主催︓再エネ 100 宣言 RE Action 協議会】 

グリーン購入ネットワーク（GPN）、イクレイ日本（ICLEI）、公益財団法⼈ 地球環境戦略研究機関

（IGES）、日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP） 

 

 

 

 

【推奨 / Endorser︓ RE100】 

 

 

 

 

【参加メリット】 

・再エネ１００宣言 RE Action ロゴの利⽤  

・脱炭素 (再エネ含む) 情報プラットフォーム「脱炭素コンソーシアム」への参加 

・RE100 参加企業 （日本の大企業等） や、 GPN、 イクレイ日本、 JCLP 加盟団体との交流 

 

◆このプレスリリースに関するお問い合わせ 

再エネ 100 宣言 RE Action 事務局（グリーン購入ネットワーク内） 担当 ⾦⼦・佐藤 Tel:03-5829-6912 

Mobile 080-4115-2431  E-mail: reaction@gpn.jp URL: https://saiene.jp/ Twitter @saiene100jp 

 

◆再エネ 100 宣言 RE Action アンバサダー⼀覧 3 省庁、7 府県、7 政令市 

外務省/環境省/防衛省/  

大阪府/神奈川県/熊本県/群⾺県/徳島県/⿃取県/兵庫県 

大阪市/川崎市/京都市/さいたま市/浜松市/新潟市/横浜市 
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◆再エネ 100 宣言 RE Action 参加団体⼀覧 151 団体（2021 年 6 月 18 日時点） 

 

1 アイ・ホーム株式会社 企業 宮崎県 77 株式会社タクミ電機工業 企業 秋田県
2 AOIホールディングス株式会社 企業 福井県 78 株式会社タケエイ 企業 東京都
3 ⻘森県⺠⽣活協同組合 非営利団体 ⻘森県 79 タケモトデンキ株式会社 企業 熊本県
4 株式会社⾜⽴本店 企業 鳥取県 80 株式会社TANBAN 企業 愛知県
5 株式会社アドバンテック 企業 愛媛県 81 株式会社地域計画建築研究所（アルパック） 企業 京都府
6 株式会社アトリエデフ 企業 ⻑野県 82 公益財団法⼈地球環境戦略研究機関 非営利団体 神奈川県
7 株式会社イクト 企業 静岡県 83 有限会社千田清掃 企業 宮城県
8 株式会社井澤電器設備 企業 栃木県 84 千葉商科⼤学 非営利団体 千葉県
9 石坂産業株式会社 企業 埼玉県 85 株式会社中部建材センター 企業 愛知県

10 ⼀⼾町 ⾏政 岩手県 86 株式会社千代田設備 企業 新潟県
11 株式会社伊藤組 企業 岩手県 87 TSUBU株式会社 企業 東京都
12 株式会社イワタ 企業 京都府 88 株式会社艶⾦ 企業 岐阜県
13 株式会社インテック 企業 福島県 89 株式会社デイトナ 企業 静岡県
14 株式会社ウェイストボックス 企業 愛知県 90 株式会社デンケン 企業 ⼤分県
15 株式会社エコ・プラン 企業 東京都 91 株式会社電巧社 企業 東京都
16 エコモーション株式会社 企業 東京都 92 株式会社東洋硬化 企業 福岡県
17 エコワークス株式会社 企業 福岡県 93 株式会社徳田工務店 企業 宮城県
18 有限会社エス・ティ・シー産業 企業 静岡県 94 杜陵⾼速印刷株式会社 企業 岩手県
19 株式会社エスプールロジスティクス 企業 東京都 95 ナガイホールディングス 企業 愛知県
20 株式会社エックス都市研究所 企業 東京都 96 中城建設株式会社 企業 宮城県
21 株式会社エナテクス 企業 鳥取県 97 公⽴⼤学法⼈⻑野県⽴⼤学 非営利団体 ⻑野県
22 株式会社エボリューシュン 企業 山口県 98 納得住宅工房株式会社 企業 静岡県
23 株式会社MFE HIMUKA 企業 宮崎県 99 株式会社ナナクレマ 企業 静岡県
24 エムケイ・コンサルティング株式会社 企業 埼玉県 100 株式会社ナム 企業 広島県
25 エルクホームズ株式会社 企業 山口県 101 株式会社日紅コンストラクション 企業 広島県
26 株式会社⼤泉工場 企業 埼玉県 102 日本インテライツ株式会社 企業 鳥取県
27 株式会社⼤川印刷 企業 神奈川県 103 日本自然環境専門学校 非営利団体 新潟県
28 ⼤阪いずみ市⺠⽣活協同組合 非営利団体 ⼤阪府 104 日本フォレスト株式会社 企業 ⼤分県
29 ⼤阪商工信⽤⾦庫 企業 ⼤阪府 105 日本水機工株式会社 企業 岐阜県
30 ⼤智化学産業株式会社 企業 東京都 106 Newライフ　オオサワ 企業 埼玉県
31 温泉旅館丸茂 企業 鳥取県 107 株式会社ネオナイト 企業 島根県
32 カーボンフリーコンサルティング株式会社 企業 神奈川県 108 ノマ電気株式会社 企業 東京都
33 加賀市 ⾏政 石川県 109 ハーチ株式会社 企業 東京都
34 かがやきグループ株式会社 企業 東京都 110 伯鳳会グループ 非営利団体 兵庫県
35 影島興産株式会社 企業 神奈川県 111 株式会社橋本確文堂 企業 石川県
36 神奈川県 ⾏政 神奈川県 112 株式会社⻑⾕川電気工業所 企業 新潟県
37 加山興業株式会社 企業 愛知県 113 学校法⼈誠心学園　浜松開誠館中学校・⾼等学校 非営利団体 静岡県
38 カルネコ株式会社 企業 東京都 114 林電機商会 企業 岐阜県
39 川崎信⽤⾦庫 企業 神奈川県 115 日崎工業株式会社 企業 神奈川県
40 株式会社カントビ 企業 静岡県 116 菱中産業株式会社 企業 東京都
41 木村土木株式会社 企業 静岡県 117 株式会社平野 企業 愛媛県
42 協成電気株式会社 企業 神奈川県 118 ファイナンシャル・ソリューションズ株式会社 企業 栃木県
43 公益財団法⼈京都市環境保全活動推進協会 非営利団体 京都府 119 社会福祉法⼈福祉楽団 非営利団体 千葉県
44 久慈市 ⾏政 岩手県 120 株式会社フクダ・アンド・パートナーズ 企業 東京都
45 倉商株式会社 企業 ⼤阪府 121 株式会社福地建装 企業 北海道
46 株式会社ゲットイット 企業 東京都 122 福知山市 ⾏政 京都府
47 株式会社県南エコテック 企業 宮城県 123 株式会社二川工業製作所 企業 兵庫県
48 合同産業株式会社 企業 広島県 124 ブライトン株式会社 企業 東京都
49 コーユーレンティア株式会社 企業 東京都 125 学校法⼈平安⼥学院 非営利団体 京都府
50 ⼩林メリヤス株式会社 企業 山梨県 126 株式会社北都銀⾏ 企業 秋田県
51 コマニー株式会社 企業 石川県 127 株式会社M.A.C 企業 静岡県
52 さいたま市 ⾏政 埼玉県 128 株式会社マックス 企業 東京都
53 株式会社佐々木コーティング 企業 愛知県 129 株式会社丸協 企業 愛知県
54 サラヤ株式会社 企業 ⼤阪府 130 株式会社丸信 企業 福岡県
55 三光ホールディングス株式会社 企業 鳥取県 131 株式会社マルダイ⼤森 企業 宮城県
56 山陽製紙株式会社 企業 ⼤阪府 132 みぞのくち新都市株式会社 企業 神奈川県
57 株式会社三和興業 企業 福岡県 133 株式会社ミタデン 企業 ⿅児島県
58 三和興産株式会社 企業 愛知県 134 株式会社三葉ホールディングス 企業 東京都
59 GCストーリー株式会社 企業 東京都 135 株式会社 Minoli 企業 ⼤阪府
60 株式会社シード・プランニング 企業 東京都 136 株式会社宮城衛⽣環境公社 企業 宮城県
61 JESCOホールディングス 企業 東京都 137 宮城建設株式会社 企業 岩手県
62 株式会社柴田産業 企業 岩手県 138 明治機械株式会社 企業 東京都
63 下⾥鋼業株式会社 企業 兵庫県 139 株式会社メカニック 企業 山形県
64 十条ケミカル株式会社 企業 東京都 140 株式会社メンバーズ 企業 東京都
65 新和環境株式会社 企業 東京都 141 山田建設株式会社 企業 山形県
66 有限会社スタジオガル 企業 東京都 142 ヤマト住建株式会社 企業 兵庫県
67 株式会社鷲⾒製材 企業 岐阜県 143 山中製菓株式会社 企業 岐阜県
68 静和エンバイロメント株式会社 企業 静岡県 144 株式会社ユーホウ 企業 埼玉県
69 株式会社セレス 企業 東京都 145 ユメックス株式会社 企業 埼玉県
70 Zenmov株式会社 企業 東京都 146 横浜市資源リサイクル事業協同組合 非営利団体 神奈川県
71 創価学会 非営利団体 東京都 147 ライク株式会社 企業 東京都
72 株式会社SouGo 企業 東京都 148 Reivalue株式会社 企業 東京都
73 総天然素材革工房 革榮 企業 千葉県 149 株式会社リビエラ 企業 ⻘森県
74 株式会社⼤協組 企業 鳥取県 150 リマテックグループ 企業 ⼤阪府
75 株式会社⼤匠建設 企業 福岡県 151 株式会社和上ホールディングス 企業 ⼤阪府
76 株式会社Takayanagi 企業 静岡県


